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熊本県における取り組み	

熊本県について	  
	  
人口177万人	  
年間出生数1万6千人	  
基幹病院となる大学病院が1施設	  
ART登録施設は7施設	  
(うち6施設は熊本市内に集中)	  
	  

h+ps://ja.wikipedia.org/wiki/熊本県	

県庁所在地都市を中心とした	
典型的な地方県	



本年6月29日から本格的に始動しました。	





キックオフシンポジウムまでの経緯	

①2年前より度々県へサポートを依頼するもオブザー
バーとしての参加にとどまる(財政面)。	
	
②大学病院内に生殖医療・がんセンターを立ち上げる
ために、病院長、病院運営審議会への働きかける。	
	
③「センター設置に際して新たな人員配置や費用負担
を生じることがない」との条件で設置が認可される。	
	
④センター設置に際して、院内規定を策定し、臨床各
科からコアメンバーを選出していただき、センター長及
びコアメンバー会議を置くことで、名称だけでなくセン
ターとしての実質的な活動を開始した(ネットワーク)。	



病院長と直接の繋がりがない、
院内措置の診療支援組織とし
て認可される。	

生殖医療・がん連携センター	



熊本県における取り組み	

がん関連、地域連携の各部門
と組織横断的に協働する。	



院内措置によるセンターには
本来規則を制定できないが、
責任体制を明確にするために、
センター長とコアメンバーを置
く申し合わせを制定した。	



生殖医療・がん連携センターコアメンバー名簿	

平成28年6月29日現在	
規則　第４条	 所　　属	 職　名	 氏　　名	

1	 センター長	 産科・婦人科	 教授	 片渕　秀隆	

2	 申合せ４条２項２号	 〃	 講師	 本田　律生	

3	 〃	 〃	 講師	 岡村　佳則	

4	 〃	 〃	  特任助教 	 伊藤　史子	

5	 〃	 〃	 助教	 本田　智子	

6	 申合せ４条２項４号	 〃	 胚培養士	 青木　亜衣	

7	 申合せ４条２項２号	 呼吸器内科	 助教	 佐伯　祥	

8	 〃	 血液内科	 助教	 菊川　佳敬	

9	 〃	 血液内科	 助教	 松野　直史	

10	 〃	 乳腺・内分泌外科	 特任准教授	 指宿　睦子	

11	 〃	 外来化学療法センター	 講師	 陶山　浩一	

12	 〃	 泌尿器科	 准教授	 西　一彦	

13	 〃	 泌尿器科	 助教	 杉山　豊	

14	 〃	 小児科	 助教	 阿南　正	

15	 〃	 整形外科	 助教	 佐藤　広生	

16	 〃	 歯科口腔外科	 助教	 尾木　秀直	

17	 〃	 脳神経外科	 助教	 黒田　順一郎	

18	 申合せ４条２項３号	
看護部 

（東病棟７階）	
看護師長	 本田　万里子	

19	 〃	
看護部 

（がんセンター）	
〃	 岡本　泰子	

20	 〃	
看護部 

（がんセンター）	
副看護師長	 安達　美樹	

21	 〃	
看護部 

（地域医療連携センター）	
看護師長	 井原　国代	

（コアメンバー任期：なし）	



熊本県におけるネットワーク	
岐阜モデルをお手本にして
ネットワークを立ち上げる。	



生殖医療・がん連携センターのご案内リーフレット	



生殖医療・がん連携センターのご案内リーフレット	



「がん・生殖医療相談」相談者の対応	

入院中の患者が採精・採卵す
るときは、退院の手続きを取
り、緊急入院の形式をとる
（保険診療で入院中に自費診
療は不可のため）�

当院入院中もしくは、受診中の患者�

従来通り、産婦人科院内コンサルト�
緊急の場合は、担当医師が産婦人科
医師へ電話でコンサルト�
�

他院受診中の患者�

緊急性あり？（電話をかけ
てきた医師もしくは代行者
がそのように言ったとき）�
�
�
地域連携センターから、産
婦人科医師へ電話を取り次
ぐ�

緊急性なし� パンフレットの手
順に沿う�

産婦人科医師と受診している病院医師と直
接電話で話し、緊急性の有無を判断する。�
「緊急性あり」と判断：採卵・採精日時を
決定する�
「緊急性なし」と判断：パンフレットの手
順に沿う�

注意点！	

緊急性のある相談に対応できる体制	



1.相談依頼の電話を相談者が受診している施設から受ける	  
★相談者個人からの電話予約は不可。もし相談者個人から、電話があった	  
場合、相談の流れ（パンフレットに沿って）を伝える　　個人からの相談は不可	  

2.緊急を要する・時間がないと先方が言われたら、電話を直接、産婦人科	  
医師へつなぐ（電話番号は下記）	  
　緊急ではない場合：電話応対記録用紙（別紙）に沿って情報を聞き、産婦	  
人科医師へ電話連絡。→相談OKか否かを聞き、1の施設へ電話連絡を行う	  
このとき、疾患や治療を詳細に記した情報診療提供書を地域連携センターへ
相談日時の1週間前までにFAXし、当日、相談者本人が持参するように伝える。
また、相談予約（予約センターに電話）を取るように説明する。相談枠は、火
曜日～金曜日の午後、14：00～16:00　1時間1名。相談者本人ではなく、施設
関係者が予約するように念を押す。(個人からの相談予約は不可のため）	  

「がん・生殖医療相談」における地域連携センターの電話応対について	

産婦人科医の連絡先　①の先生からCall　つながらない場合、順番にかけていく	  
①本田律生Dr（PHS　79502）　②岡村佳則Dr（PHS　79506）　	  
③本田智子Dr（PHS　79512）　④伊藤史子Dr（PHS　79515）	  
婦人科外来　5670　5671　　　東病棟7階（婦人科病棟）7177　7427	  
連絡がつかない、困った場合は　東７　本田（PHS79824）まで御連絡ください	

2016/04/01生殖医療・がん連携センター	当院入院中患者は産婦人科へ院内コンサルト	



現状と課題	

ü 大学病院内に生殖医療・がん連携センターを立ち上
げ、ネットワークにおけるカウンセリング体制をス
タートさせた。	

ü 県内のがん診療拠点病院(19施設)にネットワークの
立ち上げを周知するとともに、まず大学病院内でが
ん・生殖医療に関係する診療科から、コアメンバーを
選出してもらい、活動を開始した。	

	
Ø 今後、実際の運用体制が人的・時間的に可能である

かの検証が必要。	

Ø 卵巣組織凍結をめざした制度的・技術的問題の解決。	



今後の方向性	

Ø 生殖医療・がん連携センターの存在を周知させ、対
象年齢の患者さんを担当する医師に気軽に相談し
てもらえることをめざす。	

	
Ø カウンセリング体制を整える。	  

Ø がん診療に関わる他職種として、今後、臨床心理士、
薬剤師等の参加を呼びかける。	



ネットワークの運営体制（1）	

紹介先の主な施設	 複数	  
熊本大学医学部附属病院	  
ART実施施設	

紹介方法	 病診連携（FAX）、院内コンサルト	  
医師間の電話・メール　など	

がん診療施設からの	  
統一された情報提供書式	

なし	

県外からの紹介	 まれ	

妊孕性温存実施施設	 紹介先と同一	  
生殖医療実施施設へ紹介	  
上記両方	

ネットワーク運用資金	 なし	

ネットワークHome	  Page	  
・開設資金	

なし	



ネットワークの運営体制（2）	

妊孕性温存に関する	  
情報提供内容	

医療者の裁量	

症例の情報	 ネットワークで（症例数など）把握	

施設間の交流方法	  
（患者紹介以外）	

定期的な研究会の開催を予定	  

行政の関与	 がん対策事業、不妊対策事業の一環
として参加を促す	  

ネットワークの特徴	 基幹病院中心に運営	  

ネットワークの課題	 今からいろいろな課題が現れてくること
が想定される	




